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中台経済関係とＩＴ産業
－中台半導体産業と両岸関係の発展を中心に－

中川[2004]（「中台半導体産業と両岸関係」関下稔・中川涼司編『ITの国際政治経済学』晃洋

書房，所収）は中台半導体産業と両岸関係について論じたものであった。そこでの基本的なメ

ッセージは，①1997年アジア経済危機後，アジア経済のグレードアップが求められるようにな

っている，②グレードアップにおいては東アジア地域の相互補完関係を生かすことが極めて重

要であり，中台関係も例外ではない，③しかし同時に，利害対立の（公式・非公式な）調整メ

カニズムがないと，これらの相互補完関係が有効に機能しない，ということであった。

本稿の課題は，その後の中台半導体産業を巡る国際政治経済的な動向を分析することで，上

記のメッセージの有効性を再検証することにある。

台湾の半導体産業は，60年代の端緒段階，70年代の基盤整備段階を経て，1980年代後半より

飛躍的な発展を遂げてきた。その契機は，台湾積体電路製造（TSMC）が設立されて，世界で

初のファウンドリー・ビジネス（受託生産専業）のビジネスモデルを作り上げたことにある。

しかし，この発展モデルも，台湾内の労働コスト上昇，土地不足，環境規制強化その他によっ

て，転機を迎えている。台湾半導体企業は自らのバリューチェーンの拡大のために，次々と大

陸投資をし始めた。

中国の半導体産業も，90年代の「908工程」，「909工程」によって発展期を迎えたが，急拡大

する国内需要をまかないきれず，「909工程」の中心であった上海華虹NECがDRAM生産からの

撤退を発表するなどの限界が見え始めた。そこで，中国が採用したのが，台湾企業を中心とし

た企業誘致の強化とファウンドリービジネスを中核とする台湾ビジネスモデルへの転換である。

ここにおいて，中台半導体産業の相互補完関係が成立した。もちろん，これらの関係は，台

湾の空洞化問題，中国の産業連関問題を持つだけでなく，その発展過程において，多くの政治

対立をも引き起こすものであったが，これらの対立は公式・非公式のチャネルを通じて一応の

解決を見ている。

以上のプロセスを見ると，中川[2004]の基本メッセージはさらに検証されたということがで

きる。

（NAKAGAWA, Ryoji 本学部教授）




